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高等教育の需要が引き続き増加し、政府が経済発展を促すうえでの自らの

役割を認識するにつれ、高等教育制度を効果的に運営することがますます

重要になっている。 

…近年の高等教育運営上の改革は内外の同じ圧力に後押しされ、ほぼ同じ

パターンをたどっている。 

世界銀行（2008年） 

 

ヨーロッパの大学が知識社会やグローバリゼーションの課題に対応するた

めには、広範囲の改革が必要である。教育機関および制度の運営やリーダ

ーシップの変革なくして、ヨーロッパの大学は現在の技術的、経済的、人

口動態的な課題に対処することはできない。 

高等教育文化総局（2006年） 

 

加盟国は…大学がそのパフォーマンスを改善し、近代化を進め、競争力を

増すために必要な条件を整える必要がある。  

欧州委員会（2006年） 

 

高等教育機関にさらなる自治を認める動きが高まっているものの、こうし

た変革にはパフォーマンスや質、資金供給を監視、統制する新たな仕組み

が伴うことが多い。したがって…高等教育改革は…結局のところ、政府の

影響や管理を逃れられなくなりがちである。 

OECD（2003年） 
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要 約 

 

多くのヨーロッパ諸国で近年、高等教育機関の効率を向上させ、社会のニーズや要求への対応を

促すための改革が数多く行われている。限られた研究大学への投資を強化してグローバル社会にお

けるその競争力を高めることで、より層の厚い高等教育システムをつくろうとしている国もある。

こうした改革に共通のトレンドとして、教育機関の自治の拡大、中央集権の強化、合議制の縮小、

「改善」から「認証」への質システムの変革、資金源の多様化などが挙げられる。高等教育機関を

含め、公共部門では新公共経営（New Public Management）の役割が高まりつつある。公共政策の手

段として市場（または疑似市場）の利用が増え続けている。欧州委員会――すなわちボローニャ・

プロセスとリスボン戦略の実践の活用――やOECDも超国家的なレベルで諸改革に影響を及ぼして

いる。本編ではこうした変革の実例を示し、批判的分析を行っている。 

 

 

ABSTRACT: In many European countries there are a number of recent reforms aiming at increasing the 

efficiency of higher education institutions and promoting their responsiveness towards society’s needs and 

demands. Several countries are creating more stratified higher education systems by strongly investing in a 

limited number of research universities to increase their capacity for competing in a globalised world. These 

reforms present some common trends such as increasing institutional autonomy, reinforcing the power of 

central administration, decreasing collegiality, changing quality systems from improvement to accreditation 

and diversifying funding sources. New Public Management is playing an increasing role in the public sector, 

including higher education institutions. Markets (or quasi-markets) are more and more used as instruments 

of public policy. The European Commission – namely using the implementation of the Bologna process and 

the Lisbon strategy – and the OECD are also influencing reforms at a supranational level. Examples of these 

changes are provided and a critical analysis is presented. 
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はじめに 

 

経済的なグローバリゼーションが進むなか、高等教育機関は新たな課題に直面することになった。

つまり、社会との関係や運営管理システムに影響を与えるさまざまな圧力にさらされているのであ

る。 

世界銀行（WB）や国際通貨基金（IMF）が設立された1944年のブレトンウッズ会議以降、ワシン

トン合意や世界貿易機関（WTO）の貢献にも後押しされて、国家間の貿易障壁が少しずつ取り除か

れ、グローバル経済が出現した。今日「流行り」の経済的発想の一部が18世紀から19世紀初めにか

けて形づくられたのは興味深い。アダム・スミス（1723～1790）は「市場の見えざる手」でその名

を知られ、無制限の自由貿易を最初に擁護したのはデビッド・リカード（1772～1823）である。 

多くの新自由主義の論客たちが、モノと資本の自由な流れこそが全世界の繁栄や平和への道であ

るという考え方を唱えてきた。Jones（1998）も述べているように、Goldman（1994）はSilberner（1946）

の著作を引いて、自由貿易は各国の物質的繁栄や人類の知的進化、また戦争の危険性の削減さらに

は除去に寄与すると述べている。自由貿易や市場の長所を強調するため、さまざまなイメージが効

果的に利用されてきた。たとえば「トリクルダウン理論」。企業の食卓を贅沢の限度を超えるほどに

満たせば、労働者階級もそのおこぼれにあずかれるという考え方である。あるいは常識的なところ

では「水位効果」。上げ潮のときにはすべての船が同時に浮かび上がるという理屈である。 

グローバリゼーションやニューライト政策は教育に多大な影響をもたらした。近年は「経済政策

上の要請による教育政策の植民地化が進み」（Ball 1998）、それが大学と社会とのこれまでのつなが

りに変化を生じさせた。大学の社会的・文化的機能に重きが置かれず、経済的機能が求められるよ

うになったのである。 

起こっている変化は構造的な調整ばかりではない。イデオロギーや価値観の変化もある。高等教

育機関と国家・社会との関係も大きく変化している。教育は現在、社会的権利というよりも経済競

争に欠かせない要素と見なされ、徐々にひとつのサービスと化している。「…学生は消費者と見なさ

れ、より高い料金を払うよう求められる」（Torres and Schugurensky 2002）。政府は教育機関が外部

の要求にもっと応えられるようにするための、そして教育・研究が国家経済に｢かかわる｣ようにす

るための政策を実施した。「市場原理とはひとつに需要主導をめざすことであり、そのためサイクル

が短期化し、いわゆる職業化が重視される」（Torres and Schugurensky 2002）。ヨーロッパで実践さ

れているボローニャ・プロセスも高等教育が卒業生の雇用可能性に貢献することを重視している。 

学界にはもはや、高等教育が政治的自治を主張できるだけの威光がない（Scott 1989）。学術的職

業は少しずつプロレタリア化した。そう、その階級や地位の相対的優位性が損なわれたのである

（Halsey 1992）。大学資本主義（Slaughter 1997）や大学を挙げた特許政策の高まりも教職員を他の

一般労働者と変わらぬ存在にした。教員、職員、学生は大学所属の専門家というよりもまるで企業

の専門家になった。彼らの発見は職務著作物、すなわち当人ではなく企業の財産と見なされるので

ある。市場的な競争メカニズムの導入により、教授、学部、学科は「資金調達、助成金、契約、学

生の選抜や奨学金のために市場さながらの競争行動」（Torres and Schugurensky 2002）に関与せざる
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をえなくなった。  

それまでの大学運営は激しい批判の対象となり、合議的運営という長年の伝統は今日では非効率

で共同体的であるとされる。多くの政府は「大学とは別の組織の管理手法や報酬体系を参考にした、

主にトップダウン型の外部介入の数々によって」（Chris Duke 1992）大学運営を改善したいという

誘惑に勝てなかった。欧州委員会はじめOECDや世界銀行などの超国家組織は、従来の合議的な大

学運営法を「もっと効率的で効果的な」運営モデルで置き換えるような変革を強く支持している。 

これらのモデルは企業社会から持ち込まれた。合議制の遅々とした非効率的な意思決定プロセス

を「迅速、大胆、楽天的、献身的、開放的でコンピュータ化された、選択の個人主義化、自治的な

事業、突然の機会」（Ball 1998）に置き換えようとしてのことである。「外部世界」に敏感な仕組み

づくりに向けた最終ステップは、大学運営における外部関係者のプレゼンスを強化することであっ

た（Magalhães and Amaral 2000）。確たる管理手法をそなえた理事長が任命され、選挙で選ばれた学

者に代わって大学の舵取りを担うようになっている。組織環境の変化に対応するため、教育機関は

もっと柔軟かつ自立的でなければならないのである。 

本稿第Ｉ部では、高等教育システムおよび高等教育機関に生じている変化の理論的根拠を検

証する。第II部では、最近のヨーロッパの動向を事例として示し、批判的に分析する。  

 

第Ⅰ部 変革の理論的根拠 

 

増大する市場の役割 

この20年間、各国政府は公的規制の手段として市場的なメカニズムを用いるようになっている

（Dill et all 2004）。市場さながらの競争こそが公的サービスの硬直性を正し、その効率を高めるた

めの解決策になると政府は考えた（Ball, 1998）。ヨーロッパではボローニャ宣言が「学術プログラ

ムの性格や内容を再定義することで、かつては学位をめぐる国家の独壇場であった大学を競争の激

しい国際市場へと転換しつつある」（Dill et all, 2004: 330）。  

David Dillは市場の機能を次のように定義している。  

…堅苦しく言えば、市場とは伝統や政治的選択などの要因ではなく価格に基づいてモ

ノとサービスの交換を組織化する手段である（David Dill 1997: 168）。 

しかし、市場による規制を効率的に利用するには数多くの問題がある。モノとサービスが「社会

のより広い範囲に最適の効率で」（Leslie and Johnson 1974）配分されるためには、市場は完全競争

の状態になければならないが、これには実現困難な多くの条件が伴う。もうひとつの問題は、新自

由主義者を魅了してやまない「自由市場」という考え方に関係する。市場はすべて多少なりとも国

家の規制を受けている。なぜなら「そうした監視メカニズムがなければ、民間部門のご都合主義や

企業の私利私欲によって、いわゆる『需給のスムーズな調整機能』がひどく歪められてしまう」（Boyer 

and Drache 1996）からである。次のように結論づける者さえいるかもしれない。「…唯一の『自由

な』市場は、政府に規制されないという意味で、闇市場すなわち非合法市場である。だが、法に違
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反して運営される以上、闇市場もまた政府の規制を受けていることになる」（Dill et al, 2004: 328） 

政府による規制、市場による規制のいずれも非効率な施策につながりかねない。それは文献でも

示されていることである。政府の失敗は、議会制民主主義の欠陥や公的機関がモノとサービスを産

出、配分する際の効率の悪さゆえ、政府および政府機関が時に公共政策を完璧に設計、実行できな

いという事実に関連する（Dill 1997: 175; Van Vught 1997: 220）。   

市場の失敗は、一定のモノや条件、すなわち教育のように大きな外部性を示すモノの産出に直面

したときの市場の欠陥（Van Vught, 1997: 220）である。外部性という概念は何らかの活動が及ぼ

す社会的利益と私的利益を比較するのに用いられ、専門的には個々の私的利益を超えて社会が受け

取る利益と定義することができる。社会は教育・訓練の行き届いた人材を通じて、経済競争力の増

大、社会移動の向上、社会的価値の伝達、社会的一体性などの利益を享受しており、これが単なる

私的財と教育の違いである（Thys-Clément, 1995）。市場は価格に基づいてモノとサービスの交換を

組織化する手段であるため、付加的な社会的利益（外部性）は市場メカニズムでは無視される、ま

たはほとんど考慮されない傾向がある。  

ほかにも市場の失敗の原因として、自由市場は寡占を生みやすく、それが非効率な結果を招くと

いう点（概して政府の規制は消費者保護のためにこの種の動きを禁止する）、あるいは製品の不足を

反映しない価格、不十分ないし非対称な情報といったいわゆる「市場の不完全性」（Van Vught, 1997: 

221）が挙げられる。  

市場が効率的に機能するためには、生産者と消費者が「完全な情報」を有する必要がある。消費

者は合理的な意思決定をしなければならない。つまり購入しようとするモノやサービスの特徴（質、

価格など）、市場の状況をよく知るということである。ところが多くの場合、関連情報が入手できな

かったり（不完全な情報）、生産者が消費者より詳しい知識を持っていたり（非対称な情報）する。 

情報面の問題は高等教育の場でとくに深刻である。そこには３つの特徴が同時に存在する。 

a) 経験財である。 

b) 購入機会が少ない。 

c) オプトアウトのコストが高い。 

純粋な商品ないし探索財、すなわち購入頻度が高いものの場合、消費者は十分な情報を得てしか

るべき決定を下すことができる。購入前に試用や試食が可能なケースも多いうえ、判断を誤ったら

次回は別の生産者から購入するのも容易である。しかし経験財の場合は（教育もそのひとつである）、

消費しなければその特徴を十分に評価できない。学生は学習プログラムに出席して初めて、教育の

質、教授陣、教育体験の一般的価値などの面で自分が何を購入したのかを本当に理解するのである。 

２つ目の特徴は高等教育の購入頻度の低さを表している。ほとんどの場合、学生は在籍中ずっと

ひとつの学習プログラムを受講する。生涯学習が広まりつつあるものの、それは一般的に小さなモ

ジュールで構成されており、本格的な学習プログラムを形成しているわけではない。したがって消

費者は頻繁な購入による市場体験を得られないのである。 

３つ目の特徴はオプトアウト、すなわち別のプログラムや教育機関への変更が概して高くつき、
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簡単な選択肢でも賢明な選択肢でもないということである。 

教育にはこれら３つの特徴が並存するので、消費者保護を促す政府の規制が正当化される。これ

にはライセンス、認証、モノとサービスの質に関する情報提供など、さまざまな形態の情報が含ま

れる（Smith 2000）。 

 

未熟な顧客および疑似市場 

David Dillは「教育機関やプログラムの質についてしっかりと判断、選択できるだけの情報が学生

にはない」（1997: 180）と考える。というのは、彼らに必要なのはそれぞれの学習プログラムが将

来どれだけの利益を提供してくれるかということであり、「同僚たちによる教育プロセスの評価でも

なければ、カリキュラムの質の主観的判断でもない」（同上）からである。しかしDillは、学生は未

熟な消費者であると考える。つまり、こうしたデータが得られたとしても多くの学生（またはその

家族）はこれを利用せず、合理的・経済的選択の妥当性に疑問が投げかけられるというのである。 

これから大学生になろうという者は実際の学習内容、学位の取得、卒業後の就職につ

いて確かなことがわからないため、高等教育に参加し、特定のプログラムを選択する

という決定には多くの不確実性がつきまとう。…学生が学習選択に関する金銭的イン

センティブを判断するうえでの「フィルター」や精神的枠組みが、心理現象によって

形成される。（Vossensteyn 2005） 

未熟な消費者の存在は「学術プログラムの配分において消費者主導型市場ではなく疑似市場が展

開される」（Dill 1997: 181）ひとつの理由である。Cave and Kogan（1990: 183）によれば、モノと

サービスが最終ユーザーではなく代理人（一般には公的代理人）に購入されてから顧客に直接配分

されるときに、疑似市場が立ち現れる。  

いくつかのケースでは（衛生や教育に事例が見られる）、政府は競争を生み出す手段として疑似市

場を使ってきた。政府機関を通じた国家は未熟な消費者の利益を消費者以上に保護することができ

る、と考えられている。したがって国家はもはや高等教育の提供者ではなく、競合する各種教育機

関との契約によって消費者の利益を代表する依頼人としての役割を担うのである。これが疑似市場

を創出し、そのなかで国家は、国内市場で競い合う独立の教育提供者からサービスを購入するよう

になる（Le Grand and Bartlett 1993）。 

 

疑似市場および依頼人・代理人のジレンマ 

消費者に代わって購入を行う政府機関は、よく知られた依頼人・代理人のジレンマに直面する。

「代理人（大学）の活動を監視する難しさを考慮したうえで、依頼人（政府）はどうすれば自分が

望むよう代理人に行動してもらうことができるか」（Sappington 1991: 45 cited in Dill and Soo 2004: 

58）というわけである。 

多くの政府が代理人の行動をコントロールするためにパフォーマンス指標や学問的質の尺度を

次々に導入している理由は、これで説明がつく。英国ではコントロールメカニズムのひとつとして、
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きわめて細かなパフォーマンス基準の枠組みが用意され、これをもとに各ユニットレベルの効率性

や有効性がチェックされた（Reed 2002）。同国でパフォーマンス指標が幅広く開発されたのはマー

ガレット・サッチャー首相の時代で、いわゆる公的部門管理の「3E」（Sizer 1990）がそれに当たる。

すなわち、資源の獲得および利用の経済性（Economy）、資源利用の効率性（Efficiency）、目標達成

の有効性（Effectiveness）である。衛生、社会保障、教育などの各種公共サービスごとに指標が選定

され、組織間あるいは組織内で測定、比較された（Henkel 1991）。Reedは次のように述べる。  

パフォーマンス管理がさらに隅々まで浸透するなか、サービス提供およびその結果に

かかわる「質」基準の詳細なモニタリングと評価が、最優先事項として絶えず重視さ

れるようになった。（Reed 2002: 163） 

だが、教育にパフォーマンス指標を用いるのはデリケートな問題である。「よい」指標とは何かを

定義しづらいからだ（Sizer 1989）。概して、教育向けのパフォーマンス指標は本来測定しようとす

るコンセプトから離れ、その大半が効率性（学生と教職員の比率、学生1人当たりのコスト、学位

１つ当たりのコストなど）または有効性（卒業生数、就職データなど）と結びついている（Sizer 1989, 

Weert 1990）。  

高等教育は、雇用や社会的地位、名声を求めている学生に競争優位性を提供するという意味で、

地位財である（Marginson 1998）。したがって学生が利用する情報は、学問上の評判や威信に重きが

置かれる傾向が強い。 

地位をめぐる競争とは、教育の本来的な内容ではなく、それが象徴する価値にかかわ

るものである。競争市場では、教育の質は主観的に決定される。地位財がどこにある

かで質が決められるのであり、質が地位を決めるのではない。…教育や学習の質は、

エリート配置を事後的に正当化する方策としてのそれを除けば、付随的な問題である。

（Marginson 1998: 84） 

優れた情報は生産者の有効性にも重要である。「質に関する情報は、生産者が質の改善に投資し、

その結果市場で優位に戦うための動機づけになる」（Dill and Soo 2004: 61）。Dill and Soo は非常に

興味深い仮説を立てている。 

依頼者も学生消費者も学習プログラムの本当の質、すなわちそれが学生ひいては社会

に提供する付加価値について不完全な情報しか持っていない可能性がある。だが、大

学というものの性質ゆえ、生産者も不完全な質情報しか持っていない可能性がある。

学問の独立や専門分化のせいで、教授陣も学習プログラムの質を判断するだけの情報

を持たず、結果的にこれを改善できない可能性がある。（Dill and Soo 2004: 52） 

 

新公共経営と信用の失墜 

高等教育の運営に関する具体的な検討は、新公共経営（NPM）およびこれに関連する概念（新し
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い管理主義、政府改革など）をふまえたもっと広範な文脈のなかで行う必要がある（Osborne and 

Gaebler 1992）。こうした概念はこの20年間、数多くの公共部門改革のなかで示されてきた。Denhardt 

and Denhardt（2000）が言うように、「新公共経営は、ビジネスの慣習だけでなく価値観をも真似な

がら、民営化が進む新しいスリムな政府の企業家という公共機関責任者の今後のあり方を擁護して

きた」のである。 

この20年間、民間部門のレトリックや経営手法が高等教育にも入り込んだ結果、高等教育機関の

運営に重要な変化が起こった。「管理主義」（Miller, 1995; Amaral, Magalhães and Santiago, 2003）、「新

しい管理主義」または「新しい公共経営」（Meek, 2002; Deem, 1998, 2001; Reed, 2002）などの

言葉を使って説明されてきたこの現象は、市場または疑似市場型規制の出現と関連している。 

NPMの下では国民は政府の顧客であり、行政は顧客を満足させるサービスを提供しようとしなけ

ればならない。高等教育でも学生は顧客と見なされ、ほとんどの高等教育システムで、学問的な提

供内容が顧客の期待やニーズを必ず満たすように質保証および責任の指標が導入された。Considine

（2001: 1）によると、「大学はいまやパフォーマンス管理という強力な論理、中央集権制、新たな

コーポレートガバナンス規準によって『企業化』されている」。管理主義の「主義」（Trow 1994: 11）

とは、「イデオロギー、すなわち特定の教育機関とは無関係の一定の考え方に対する忠誠や共鳴を指

している」。その「主義」は、大学の学問的成果を直接生み出していない者がこれをコントロールす

るという意味を帯びれば、軽蔑的な響きとなる（Meek 2002）。  

公共財としての知識という考え方から商業化や私有という考え方へのこの移行は、主に新自由主

義のイデオロギーに基づいて、多くの伝統的な学問的価値観、なかでも教育機関をいかに構成、管

理すべきかにかかわる価値観に疑問を投げかける（Meek 2002）。NPM政策のひとつの影響は専門的

職業、とくに学術専門家への激しい攻撃であった。  

政治的・行政的命令を通じて市場競争を強要することにより、「新しい管理主義」と

いうイデオロギーは、1980年代～90年代にかけて公共部門によるサービス提供のあら

ゆる分野で、責任を負わない職業エリートならびに彼らの独占的な労働市場および業

務慣行をそれまで保護してきた規制構造を破壊、少なくとも弱体化しようとした。

（Reed 2002: 166）  

学問界の「脱専門化」は、行政スタッフによる専門的地位の要求と相まっていた。30年前の行政

官は「伝統的な『公僕』という枠組みのなかで、学界のために補助的・付随的な役割を果たすこと

が期待され」（Amaral et al 2003: 286）、学会などの場では姿だけ見せて口を出さないことが求めら

れた。今日、彼らは自分たちのことを、これからの大学を成功させるために欠かせない専門的貢献

者であると考えている。 

「新しい管理主義」の擁護者たちは、市場メカニズムを公共サービス管理に導入すれば、「業務執

行の効率や戦略的効果が有無を言わさず加速され、行政にはびこり続けてきた専門家による硬直的

支配や官僚主義が明らかに払拭される」（Osborne and Gaebler 1992; DuGay 1994, 2000; Maddock and 

Morgan 1998）と主張した（Reed 2002: 166）。だが、NPMの出現、高等教育を含む公共サービスの
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効率への批判は、各機関の信用失墜（Martin Trow, 1996）ならびにさらなる説明責任の要求をもた

らした。Martin Trow（同上）によれば、説明責任は信用を補う代替手段であり、これを強化しよう

とすれば 同時に信用を落とすことになる。彼はさらに、説明責任と人間の行動に対する不信感は切

っても切り離せないものだと述べている。 

 
新自由主義のパラドックス 

効率的な市場の実現はそう簡単なことではない。Jongbloed（2003）は市場が効率的であるために

必要な、提供者と消費者の８つの自由を条件として定義している。提供者は製品を特定する自由、

価格を決める自由、手に入る資源を利用する自由を必要とする。新しい提供者は不当な人工バリア

なく市場に参入できなければならない。消費者は提供者と製品を自由に選べなければならず、価格

と質に関する十分な情報を手にしなければならない。また、支払われる価格がコストを十分にカバ

ーしなければならない。実際には（米国はふつう例外として）国家はなおこうした自由を強く規制

するものの（手数料の制限が好例である）、疑似市場の実現は諸機関の自治の拡大と結びついていた。 

Ben Jongbloed（2004: 89-90）は交通の比喩を用いて、中央集権的な指揮統制という伝統的システ

ム（交通信号に似ている）による高等教育制度の運営と、市場に基づく政策の導入（ロータリーに

似ている）との違いを明確にした。Jongbloedの比喩では、交通信号はドライバーの意思決定を大き

く条件づける。政府の規制が各機関の行動を条件づけるのと同じである。他方、ロータリーは交通

行動に影響を与えはするが、決定権をドライバーに委譲する。  

ロータリーのドライバーは信号機による集中的な交通管理に比べて大きな裁量権（と

即座の説明責任！）を与えられる。この「相互調整」による運用は交通流の効率を増

すとされる。したがって高等教育の場で市場ベースの政策を実験する者が直面する課

題は、（大部分は）公的助成を受けながらも自立的な教育機関同士の競争を最大化す

る、そんな状態を生み出すルールとインセンティブの制度枠組みをいかに見つけるか

である。（Dill et al 2004: 329） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 ロータリーモデル 

 



220 大学財務経営研究 第６号 

問題は大学の自治が高まれば、市場競争と相まって規制を困難にしかねないということである。

市場で競争する自立的な教育機関は自身の発展や生き残りを確保するための戦略をとり、公共の利

益や政府の目標に反する可能性があるからだ。  

Massy（2004: 28）は次のように述べる。「（非営利の）機関が現在のように何のチェックも受け

ないまま市場に対応し、内部効率を追求していたら公共の利益に資することはないだろう。競争が

度を過ぎたり、国が公的助成を削減したりすれば、状況はさらに悪化する危険がある」。非営利事業

のミクロ経済理論を使うことでMassy（2004）は、そうした状況下では非営利機関はそのミッショ

ンに内在する公的利益の促進をないがしろにし、営利機関のように振る舞う傾向があることを実証

する。すると国家はその政治的目標の達成を確実にするため、市場のルールを変えることによる介

入を余儀なくされる。質評価、それが各機関を公共政策に従わせるために用いられる手段のひとつ

である。 

こうした規制上の問題もまた、独占的購入者としての政府機関が直面する依頼人･代理人のジレン

マと関連する（Dill and Soo 2004）。依頼人･代理人モデルは、「ある当事者（依頼人）が第二の当事

者（代理人）と契約を結び、一定の機能やタスクの実行責任を委任するときに生じる」（Kassim and 

Menon 2002: 2）代理関係の問題を分析するために用いられた。大きな問題は情報の非対称性で、

これは一般には代理人に有利に働くことが多い（Kiewiet and McCubbins 1991; Holmstrom 1979）。 

注目すべき問題は２つある。ひとつは逆選択。依頼人（採用に責任を持つ）が代理人

の知識やスキルをじかに観察できず、したがってそれを評価できないことである。そ

れからモラルハザード。代理人がその嗜好や能力に関してだけでなく、自らのタスク

や行動（通常は依頼人には観察できない）に関しても優位な情報を握ることである。

（Kassim and Menon 2002: 2）  

情報の非対称性は代理人のご都合主義的な行動につながることがある。つまり委任の構造により、

「代理人が依頼人の希望に反するように振る舞う動機づけがなされる」（Pollack 1997: 108）のであ

る。依頼人・代理人のジレンマは新自由主義政策の矛盾につながる。依頼人は「自分たち（依頼人）

の望みに反して」（Kassim and Menon 2002: 2）代理人が行動するのを防ぐため、代理人の完全なる

服従を確保しなければならない。市場で競争する自立的機関は社会的利益や公共の利益を最大化し

ない形で行動することがある――それを承知している政府は、自立的機関の行動を政府目標の方へ

向けさせるために介入を図ろうとし、その結果、市場による規制を優先して政府の規制をできる限

り減らすという約束を破ることになる。 

それゆえ政府は独断的にゲームのルールを変更し、各機関が政府の目標に合わせた行動をとらざ

るをえないようにする。たとえば幅広いパフォーマンス指標や学問的質の尺度といった仕組みを

次々に定めたり、パフォーマンスに基づく契約を適用したりするのである。  

OECDは次のように認識している。  

このように高等教育の管理は難しい課題にいくつか直面する。政府が国家目標をめざ
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すうえで高等教育が本当に重要な戦略的手段であるならば、政府は大学の独立性ある

いは新市場対応時のダイナミズムを損なうことなく、そうした目標を達成することが

できるだうか？（OECD, 2003） 

したがって、高等教育改革は政府の影響や統制を別の影響や統制のしかたで置き換えているにす

ぎないケースが多い（OECD、同上）。Dominique Orr（2004）いわく、高等教育機関と政府との新し

い関係をよく表すのは「ロータリーモデル」（Ben Jongbloed 2003）であるが、両者間に認められた

ルートを制限する（政府の）信号機が数を増している。 

 

第Ⅱ部 最近のヨーロッパの動向 

 

階層化および統合への動き 

大学の国際競争力を強化し、「イノベーションシステム、経済発展、知識基盤経済、国民国家の競

争力拡大」（Tirronen at al, 2007）におけるその役割を促進する――ヨーロッパではそんな政策を実

施する国が増えている。近年は世界レベルで競争できる少数の研究大学を設置したり、既存機関の

さまざまな形の連携を通じてより強力な機関をつくったりという動きがある。  

こうした動きが示すのは、多くのヨーロッパ諸国が「国立大学はすべて同質」という考え方から

新しい考え方に移行したということである。その結果、少数の研究大学に多額の資金を集め、研究

機能の限られた大衆教育向けの高等教育機関を数多く設けるという高等教育システムの階層化が進

んでいる。 

教育機関のヨコの連携については少し詳しく述べておこう。なぜなら最近、各種の連携により既

存機関を統合し、システム全体の効率や統合された新しい機関の国際競争力を高めようとする政策

が現れ始めているからである（Tirronen et al., 2007）。 

Lang（2002）が改変したHarman（1986）の分類法によれば、教育機関の連携形態には、運営契約

のような弱い連携から純粋合併のような強い連携まである。  

 

運営契約 コンソーシアム 連合 提携 
責任センターと

の統合 
純粋合併 

 

連携の強さ 
  

運営契約の場合、政府は小規模で専門特化された機関の運営責任をもっと大きな機関（通常はも

っと一般的な性格のところ）に委譲する。  

コンソーシアムでは、各機関がそのアイデンティティを保持したまま自発的に連携する。コンソ

ーシアムは自身のスタッフと予算を持つ正式な組織であり、理事会メンバーはコンソーシアムの構

成機関により任命される。コンソーシアムには、資源をより効率的に利用して統合的なプログラム
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やサービスを提供できるなどの長所があり、各構成機関は合併の場合よりも容易に脱退することが

できる。 

連合は合併ではなく、主体となる大学（ホスト大学）が存在するのがふつうである。 

連合では、それぞれの参加機関の自立性が維持される。各機関はその資産を保持し、

それぞれの債務に全責任を負う。理事会も存続する。各機関は教職員の任命、学生の

入学許可、求人などの権限を引き続き有する。連合では、各機関が学位授与の権限を

保持するが、1校を除くすべての機関は全体の学位を尊重してその権限を棚上げする。

（Lang, 2002: 33） 

連合の例には、ブラウン大学とペンブルックカレッジ、ハーバード大学とラドクリフカレッジま

たはロンドン大学がある。連合ではすべての機関が学位授与の法的権限を保持するが、連合全体の

学位を授与できるのはホスト機関だけである。連合ではふつう、ホスト大学が質基準を定める。こ

れはスタッフの任命にも当然影響を及ぼすが、メンバーが互いに容認できるものでなければならな

い。公的システムにおいては、ホスト大学は「政府との唯一の窓口であり、連合内の全機関につい

て責任を負い、あらゆる公的資金のパイプとなる…」（Lang, 2002: 34）。 

提携はコンソーシアムでもなければ（かかわるのは２つの機関だけだから）、合併でもない（各機

関が自立性を保持するから）。提携はふつう、学位を授与する本格的な大学と学位授与のない学校と

の間で行われる。例として、合併前のオンタリオ教育研究所（OISE）とカナダ・トロント大学の提

携がある。トロント大学はOISEを大学院課程として活用し、OISEは地位の向上と学位授与機能を手

にした。 

合併は教育機関同士の協力の最たるケースである。本当の合併は、 

…２つ以上の別々の機関がひとつの新しい組織体にまとまることである。支配権はひ

とつの運営組織、ひとつの最高経営組織に属し、したがってそれまでの各機関の資産、

債務および責任はその新しい一機関に移行する。（Goedegebuure 1992） 

合併の場合、少なくとも関係機関のひとつは原則として永遠に法人組織として存在しなくなり、

その自立性を失う。合併は原則的に後戻りがきかず、コンソーシアムや連合の場合とは違って合併

前の機関がその自立性を取り戻すのは難しい。  

２つ以上の機関の統合、ひとつの機関による別の機関の単純買収など、合併にはいくつかの種類

がある。また、合併にもかかわらず、合併前のそれぞれの機関が一定の自立性を維持するケースも

ある。これは合併する機関が地理的に離れている場合である。  

デンマークはトップダウンで合併が行われる好例である。デンマーク政府の決定により、2007年

１月１日をもって多くの合併が発効した。13の政府研究機関（GRI）と12の大学が合併して３つの

GRI、８つの大学になったほか、2008年１月１日には22の生涯教育センターが合併して８つの地域

ユニバーシティカレッジになった（Holm-Nielsen, 2008）。「コペンハーゲン大学、オーフス大学、デ

ンマーク技術大学が新しいエリート機関の中心になると思われる」（Vabø, 2007）。デンマーク科学
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技術省は次のように考えている。 

新しい大学が得る専門的シナジーにより、デンマークの研究機関のさらなる有効活用、

教育・研究の新たなきっかけづくり、大学の国際競争力の向上が確かなものとなる。

したがってデンマークの大学は今後もスキルの高い学生や研究者を引きつけること

ができる。（http://en.vtu.dk/education/the-university-mergers） 

ノルウェーでは、最も歴史が浅く規模も小さいトロムソ大学がトロムソカレッジと合併する。ト

ロムソ大学は学習プログラム数と学生数を増やし、よって予算も増加させる一方、学術研究上の評

価が低かった（Kyvik & Marheim Larsen 2006）トロムソカレッジはその水準や地位の向上をめざし

ている（Vabø, 2007）。 

フィンランドでは、「さまざまな構造的展開によりフィンランドの大学の競争力、地位、質、研究

能力を高める」（Tirronen et al., 2007）ため、コンソーシアム、連合、合併など多様な方法を用いて

資源を集中させようとする動きがある。「フィンランドの特定専門分野に世界のトップレベルで競争

できる質の高い大学制度をつくると同時に、新しい研究分野およびプロジェクトの開発を可能にす

る」（Tirronen et al., 2007）ための施策の実施を政府は決定した。教育機関のさまざまな連携のあり

方を示す多数の動きが進行中である。 

a) トゥルク大学とトゥルク経済経営大学はコンソーシアムの創設を計画。徐々に完全合併の

予定である。 

b) クオピオ大学とヨエンスー大学は東フィンランド大学という連合の創設をめざす。両大学

の長所をうまく活かすことで、この連合は「国際競争力のある研究、優れた教育、社会的

影響」（Tirronen et al., 2007）を生み出す可能性がある。  

c) ヘルシンキ工科大学、ヘルシンキ経済経営学院、ヘルシンキ芸術大学は、世界クラスにな

れる技術・経済・デザイン大学を新しく築くために合併を計画。新しい大学は民法に基づ

く財団となり、最初は政府助成と産業界からの寄金を合わせて7億ユーロが提供される予

定である。 

オランダでは、デルフト、アイントホーフェン、エンスヘーデ（トウェンテ）の３つの技術大学

が「自主的な協力体制からオランダ政府の支援を得た正式な連合へ」（Dassen et al., 2007）移行する。

政府は「5,000万ユーロの追加資金の提供を約束している」（同上）。 

フランスでは、たとえばストラスブール大学、エクスマルセイユ大学、モンペリエ大学で合併が

計画されている。またポルトガルでは、高等教育機関の新しい法的枠組みを規定した法律62/2007

が、合併やコンソーシアムの可能性も認めている。 

国際的に競争できる少数の大学に研究資源を集中させようとの政策もある。英国ではこの手法が

何年も続いており、研究評価を通じて研究資金を少数の大学に集中させている。2003年１月22日、

チャールズ・クラーク教育相は下院で次のように述べた。 
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したがって研究に関しましては、世界クラスの研究にさらに集中する必要があります。

資金提供のあり方は研究協力や研究の集中化を促し、国内の世界最高水準の研究を強

化するものでなければなりません。…つまり、わが国の最も優れた研究部門、国際レ

ベルの大学に資源を重点投入するということです。（Clark, 2003） 

ドイツでは、研究を自国へ呼び込み、その国際競争力を高めるため、連邦および州政府が2005年

６月23日に「エクセレンスイニシアチブ」法案を可決した。2006年～2011年にかけて資金19億ユー

ロを注ぎ込み、国際的に著名な競争力の高い研究・訓練機関を多数立ち上げること、最高で10の大

学を選んでその知名度を高めることをめざしている。 

オーストリアでは、エリート大学をつくろうというアイデアが2000年代前半に盛んになった。こ

れを支持する科学者たちは、 

…公的資金を受け、同僚が管理監督する、基礎研究ないし好奇心主導の研究を重んじ

る「ニッチ大学」の創設を思い描いた。大学を専門家の手で管理し、非公的資金の調

達を増やそうという大学改革の時代に、フンボルトモデルを守ろうとしてのことであ

った。（Hackl, 2007: 6） 

2006年５月、オーストリア議会はオーストリア科学技術研究所（ISTA）の創設法案を可決した。

これは大学院としてハイレベルな基礎研究を行うことをミッションとした公益法人である。Hackl

（2007: 8）にとって、これは「オーストリアの伝統にはなかった大学の階層化の始まり」であった。 

 

機関運営の変化 

市場型規制メカニズムの導入は大学運営の大きな変更を伴った。なぜなら、政府がより効率的と

思われる運営メカニズムを教育機関に導入しようと考えたから、あるいは新公共経営が民間部門と

同様の運営メカニズムへの移行を促したからである。近年は合議制を減らしてトップ層への権限集

中を進めようとする傾向が見られ、外部人材を強化した少人数の大学理事会が出現している。  

英国では1988年～1992年の改革時に変化が起こった。これは他のヨーロッパ諸国よりもかなり早

い。伝統的に、 

英国の大学（オックスフォードとケンブリッジを除く）は二院制の原則に従って運営

されている。一般的にはおよそ以下のような構造である。Senate（92年以降の一部の

大学やカレッジではAcademic Board）は教育、学習、評価、そして研究に関連する学

術的案件すべての意思決定を担当する正当な、または事実上の機関である。Council

（またはCorporation Board、Governing Board）は財務やリソース、スタッフの雇用条

件（学術面以外）などを担当する最高意思決定機関である。大学の「ミッション」や

戦略的方向性などの事案は正式にはCouncilの担当であるが、実際にはSenateにほとん

ど委任される、またはSenateがほとんど指示を出す場合もある。Councilは外部メンバ

ーと教職員の両方で構成されるが、Senateは主に教職員から成り、ふつう外部メンバ
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ーはほとんどおらず、学問とまったく無関係のメンバーは皆無である。Senateも

Councilも学生を含むことがある。（Fulton, 2002: 208 – 209） 

主な変化は小規模な理事会（executive board）の設立であった。その半分は産業界や人事分野で

の経験がある大学外の人間でなければならない。最高責任者の権限を強化し、Academic Boardを理

事会に従属させるのである。1997年のDearingレポートは次のように提言している。「理事会が有効

であるためには原則としてそのメンバーは25名を超えてはならない」（Dearing report, 1997）。新し

い大学（かつてのポリテクニック）の理事会は約12～14名であるが（OECD, 2003）、92年以前の大

学の大半ではそれが平均30～34名である（Shattock, 2001）。 

オーストリア（2002）の場合、主な大学幹部会（university board）はUniversity BoardまたはUniversity 

Council（５、７または９名）、Senate（12～24名）およびRectorate（学長と最高４名の副学長）であ

る。たとえばウィーン大学には９名のUniversity Boardがあり、うち４名はSenateによる指名、４名

は連邦政府による指名、１名は他のメンバーによる互選である。University Boardは戦略機能と監督

機能の両方を担う。学長と副学長を指名（学長はSenateが提案した３名から１名を選ぶ）、罷免する

ほか、開発計画や大学の組織を承認し、政府と締結するパフォーマンス契約を起案し、意思決定の

合法性を監督し、パフォーマンスレポートを作成する。Senateは学位プログラムや学習課程のカリ

キュラムなど、主に学術的な機能を担う。 

デンマークでは、大学で最も権威があるのはUniversity Boardである。大半が外部メンバーで、会

長もそのひとりである。University Boardは大学の一般的事案を司り、日常の管理責任者である学長

と副学長を任命する。両者ともBoardにレポートする。コペンハーゲン大学とオールボルグ大学の

Boardは６名の外部メンバーと５名の内部メンバーから成る。内部メンバーのうち２名が科学・学術

スタッフ、１名が技術・管理スタッフ、２名が学生の代表である。学長、副学長およびUniversity 

DirectorはBoard会議にオブザーバーとして出席する。University Boardは一定期間の大学の目標や進

捗予定を決める担当省庁とパフォーマンス契約を結んでいる。デンマーク技術大学には15名の理事

会があり、９名が外部、６名が内部メンバー（２名が科学・学術スタッフ、２名が技術・管理スタ

ッフ、２名が学生の代表）である。理事会は大学の戦略、予算や実行計画を承認し、科学技術省と

開発契約を締結し、学長を指名するほか、新しい建設プロジェクトなどを決定する。学長は日常の

運営を担当し、理事会に報告を行う。 

スウェーデンではUniversity Boardが主な統治機関で、その大半が地域社会や実業界を代表する外

部メンバーである。担当大臣が会長を含めた全メンバーを指名する。内部メンバーは副学長、スタ

ッフおよび学生の代表である。ウメオ大学、イェーテボリ大学のBoardの構成は、外部メンバー８名、

副学長、学術スタッフ代表３名、学生代表３名となっている。従業員の代表者、すなわち労組代表

３名はBoard会議に出席して意見表明する権利を持っている。Boardは「大学のすべての案件を監督

し、その義務を果たす責任を負う」。 

ノルウェーでも11名の小規模なUniversity Boardがあるが、可能性は２つある。トロンヘイム大学、

オスロ大学、トロムソ大学などの場合は、Boardは終身学術・科学スタッフの代表３名、契約学術・



226 大学財務経営研究 第６号 

科学スタッフの代表１名、技術・管理スタッフの代表１名、学生代表２名、外部メンバー４名（会

長を含む）で構成される。Boardは大学の諸活動に責任を負い、教育研究省とストーティング（国会）

が定める枠組みとガイドラインに沿って大学が運営されるようにしなければならない。Boardは大学

の戦略、目標、期待される成果を決定するほか、収支、財務諸表、予算案を示し、学長を任命する

（学長はBoardにレポートする）。ベルゲン大学は別のパターンを選択した。学長は選挙で選ばれ

（Boardが任命するのではない）、Boardを統轄する。Boardには議長である学長以外に10名がおり、

その構成は終身学術・科学スタッフの代表３名、契約学術・科学スタッフの代表１名、技術・管理

スタッフの代表１名、学生代表２名、外部メンバー４名である。 

フィンランドでは、他の北欧諸国と同様の改革を導入する新しい大学法が2010年１月１日には発

効する予定である。 

今後、大学は半分が外部から任命される最大14名のboardによって統轄される。新し

いboardの役割は企業の取締役会のそれに近く、議長は外部から任命される。学長は

新しいboardが任命する。博士号の保有が義務づけられる可能性があるが、現在のと

ころ、任命される者はその大学の教授である必要はない。学長は大学のCEOとなる。

（Dobson, 2008） 

フランスでは、management boardが研究および教育の方針策定を担当することになる。しかし、

この新しいboardはメンバー数が減り（かつての半数）、外部からの参加が増える。一方、scientific 

councilは助言的役割のみとなる。 

ポルトガルでは、９月10日の議会法62/2007で、高等教育機関の新たな法的枠組みが定められた。

新法に基づいて創設される幹部会（General Council）は、大学の規模、学部や研究ユニットの数に

応じて15～35名で構成される。そのうち少なくとも半数は当該大学の教員・研究者から、15％は学

生から選出する。これら選出メンバーは、Council全メンバーの少なくとも30％までの外部メンバー

を選出する。うち１名が議長となる。Councilは学長を選ぶほか、戦略計画、実行計画、予算案、年

次の連結収支、授業料を承認し、大学の資産の購入・売却、信用業務などの許認可を行う。 

もうひとつ重要な要素は公立大学の法的地位である。  

広い意味で大学は国家機関または独立法人と考えられる。前者の場合、大学は公務規

則を守り、公的予算で運営される他の国家機関（たとえば統計局）と同じように扱わ

れる。国家機関として特定の地位を付与されることもある。…独立した法的地位（ILS）

の付与は大学の自治権を拡大するひとつの方法である。ILSを有するとは、すなわち

大学がその機能に法的責任を負うことを意味する。その形態のひとつに財団がある１。

（OECD, 2008: 82） 

世界銀行報告書（2008）は大学を運営モデルが異なる４つの法的地位に分類している。「国家管理

（State Control）」「半自治（Semi-Autonomous）」「半独立（Semi-Independent）」「独立（Independent）」

である。英国やオーストラリアに見られる独立の大学は、 
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国家戦略につながる政府の介入や管理がなく、公的資金のみと関連がある法定機関、

慈善組織または非営利企業。（世界銀行、2008: 9） 

最近は公立大学に独立した法的地位を与える傾向が見られる。オーストリアでは、2002年の新し

い法律により、大学に「独立した法的地位」が与えられた。大学は引き続き公法の範囲に属するが、

もはや法的能力がない国家機関ではない（Pechar, 2005; Sporn, 2002）。大学はいまや「政府の承認

なく自由に雇用条件、学術プログラム、資源配分などを決め」（Sporn, 2002）、資金を借りることが

でき、「学術スタッフは全員随意契約に基づいて大学に雇われる」（Pechar, 2005: 10）。 

もうひとつの動きは、私法に基づく財団として大学を設立することである。この分野の最初のよ

く知られた事例はチャルマース工科大学である。1994年、同校は財団保有の半官半民大学となった。

これは1億7,000万ユーロの当初資本でスウェーデン国家が設立したものである。同校は有限責任会

社として運営されている。同じ年にはヨンショーピン・ユニバーシティカレッジも私立財団となっ

た。  

このモデルは全ヨーロッパに広がり始めている。1998年、ドイツ連邦高等教育大綱法の改正によ

り、16の州が修正された法的地位を大学に与えることが認められた（Palandt 2005: 182）。ニーダ

ーザクセンは州として初めてこれを利用した。議会が2002年６月24日付ニーダーザクセン大学改革

法を可決し、大学は自己管理が認められる公益財団となることができるようになった（Palandt、同

上）。大学を財団にするという決定は任意に下される。 

ニーダーザクセンの20の大学のうち５校――ゲッティンゲン大学、ハノーバー獣医科大学、ヒル

デスハイム大学、リューネブルク大学、オスナブリュック専門大学――が2003年１月１日をもって

財団へ移行した。新しい法的地位により大学にはそれなりの自治権が与えられるため、より効率的

で経済的な資源管理が可能になると思われる。あわせて、民間の資金がもっと集まることが期待さ

れる。ひとつ興味深いのは、財団としての大学は国家の介入なく自由にスタッフを雇える（彼らは

あくまでも公務員の位置づけで賃金も変わらないにもかかわらず）ということである（同上：187）。

新しい大学は引き続き国家から財政支援を受け、各大学と国家が交わす契約により規制される。契

約では開発および達成目標を定め、それが財政支援の額を算出し、今後の財務合意を形成する基礎

になる。しかしニーダーザクセン州には十分な当初資金がないため、「改革法では、ニーダーザクセ

ン州政府が大学の保有財産を自らに移管して財団の基本財産にすることを認めている」（Palandt, 

2003: 184）。ただし、それは銀行から借り入れをする際の担保には使えない。 

フィンランドでは、既存の大学を併合して新しい大学をつくり、これを財団にすることで、ヘル

シンキに「世界クラスの」大学を生み出すことがすでに謳われている。  

ポルトガルでは、高等教育機関の新しい法的枠組みにより、公立大学は「私法に基づく公益財団」

になることができ、３つの大学――ポルト大学、アベイロ大学、ISCTE――がこれを利用することを

決めた。ポルト大学、アベイロ大学とはすでに交渉がまとまっているようである。 

財団のメリットは、トップに立つ者が組織運営上の最大限の自由を得られるということである。

しかし、公立大学を財団にするには内部の管理体制を再編する難しさが伴ううえ、ドイツを除けば、
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スタッフは公務員から財団職員になることに抵抗する可能性がある。また、将来の政府が財団モデ

ルにどれだけ好意的であるかもわからない２。 

 

資金供給の変化 

新自由主義のパラドックスという考え方は、市場型の規制と国家による介入の削減を説く新自由

主義のレトリックと、教育機関を政府目標に沿った戦略に従わせるためにゲームのルールを変えよ

うとする政府の横やりとの矛盾を指摘するために用いられた。これは、「公益的な決定」権限を各機

関に効果的に委譲するためには、「公共の利益に貢献したいという積極的願望、機関の自己利益など

一顧だにしないという意志、本質的価値と市場要因のバランスをとるための財務的安定」（Massy 

2004: 33）が必要だという認識にも通じるものである。だが、各機関の行動がチェックされないこ

とは、とくに競争の激化や財政的逼迫という条件下では、公共の利益の最大化にはならないかもし

れない。すると政府の介入が強く主張されることになる（同上）。  

教育機関の自治拡大が言われながらも、政府が手を変え品を変え管理を続けようとするのはこの

ためである。一般的に、自治の拡大は項目別予算から包括的予算、目標予算へのシフトと一体であ

る。最近はパフォーマンスベースの契約が人気を博している。 

パフォーマンス契約－政府が教育機関と、互いに確認したパフォーマンス目標の達成

度に応じて資源を与えるという拘束力のある契約を締結すること。（Salmi and 

Hauptman, 2006: 17） 

 OECD もこう述べる。 

政府と大学の間で協議された中期目標と資金供給とを結びつけるという動きもある。

このような「パフォーマンス契約」の先駆者は1988年のフランスで、以後、1990年代

後半にフィンランドやスイス、2002年にはオーストリアがこれに続いた。（OECD, 

2003） 

パフォーマンス契約の重要性は、政府が高等教育機関のアウトプットをもっと細かく管理するこ

とを認める点にある。フィンランドはまさにその好例である。各大学は政府と交渉して３年間の資

金供給契約を結ぶ。一定の資金提供を受ける代わりに、事前に設定した目標を達成することに同意

するわけだ。３年間の目標成果と業務支出を決め、毎年、追加協約という形で契約を修正。これを

翌年の予算に反映させる。大学は目標達成に関する年次報告書を作成しなければならない（フィン

ランド教育省、2001）。 

デンマークにも「開発契約」と呼ばれるパフォーマンス契約がある。長期的な戦略的視点の存在

を表現するための呼び方である。オーストリアも最近、契約に基づく資金供給システムを導入した。

スイスでも1990年代半ばから契約が採用されており、フランスではそれが1989年から存在する。 
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フランスは1989年以降、経常予算の1/3から半分を４年間のパフォーマンス契約に向

けている。契約締結時に支払いがなされ、実行の程度や有効性を事後評価する。（Salmi 

and Hauptman, 2006: 18） 

スペインでは、中央政府ではなく各自治州が高等教育に資金を提供している。さまざまな自治州

がその配分メカニズムとして「パフォーマンス契約」を利用するようになっている

（contrato-programa de financiación global）。カタロニア、カナリア諸島がその例である。ただし契約

があまりにも細かく、大学の自治に干渉しすぎるケースもある。 

ドイツは非常に興味深い事例を提供してくれる。1998年の高等教育大綱法の改正により、自治、

多様性、競争という３つの基本原則が高等教育に導入され、16の州はこれらの原則に合わせてそれ

ぞれの教育関連法の修正を余儀なくされた（Orr et al., 2007）。機関同士の競争を促すために各州が

パフォーマンスに基づく資金提供を行っているが、このメカニズムを通じて配分される予算比率の

上限が州によって異なるため、ドイツでは競争的観点から分析できる多種多様なモデルが観察され

る。 

パフォーマンスに基づく資金供給の範囲は目標契約の実施により広がる可能性があ

る。この方法はドイツのほぼ全土を通じて州レベルで適用されており、大学レベルで

の適用も増えつつある。実際には、こうした契約は指標ベースのシステムの代替策と

してではなく、運営上の特徴が異なる（有効期間が長い、質や前後関係を考慮するな

ど）補完策として導入されている。バーデン・ヴュルテンベルク、ベルリン、ノルト

ライン・ヴェストファーレンなどの州ではそれが第二の運営手段として使われ、ブ 

レーメンやハンブルクでは運営や資金配分の第一の方法になっている。（Orr et al., 

2007: 21） 

ポルトガルでは、大学が「私法に基づく公益財団」になることを認めた新しい高等教育機関大綱

法（法律62/2007）において、パフォーマンスに基づく契約を通じて財団に資金供給する旨も規定さ

れている。 

 

質保証システムの変化 

ヨーロッパで質保証活動の展開が始まったのは米国よりもずいぶん遅い。「評価国家」（Neave 

1988: 7）が1980年代後半に出現し、「公」と「質」との関連の高まりが観察された。高等教育の大

衆化など数多くの要因が評価国家の出現に寄与し、きわめて不均一なシステム（Trow 1996）、国家

に代わる卒業生の主たる雇用主としての民間部門の役割拡大（Neave 1996）、公共政策の手段として

の市場の活用拡大（Dill et al 2004）をもたらした。公職をめぐる卒業生の公正な競争を確保するた

めの平等配分どころか、教育機関は不均一で規制の少ない民間労働市場に適合しなければならなか

った。その一方、市場型規制により、市場競争に順応するための高度な自治が喫緊の課題となった。  

評価国家の出現は「官僚の命令による規制に代わるもの」（Neave 1988: 11）であった。変化や「管
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理時間」（Neave 1998: 273）短縮への教育機関の対応能力を高めることができる、柔軟、軽快、迅

速な指導メカニズムを求めてのことである。それまでの「演繹的な」権限付与ではなく、国家は質

保証を通じた「帰納的な」管理メカニズムをつくり、教育機関にさらなる自治を提供した。だが、

ヨーロッパでの質保証の発展は速かった。Schwarz and Westerheijden（2004）によれば、1990年代前

半には機関を超えたレベルで質保証活動を始めていたヨーロッパの国は半分に満たなかったが、

2003年にはギリシャを除くすべての国が何らかの形で機関を超えた評価を実施していた。  

ヨーロッパの質保証システムには手続き上の重要な共通点があった。内部的な自己評価、外部の

専門調査委員会による視察、外部評価、情報公開である（Thune 2002）。だが、政策的論考のうえで

は重要な違いがあった（Neave 1998, 2004）。大学を公共サービスと見る主にヨーロッパ的な考え方

（フランス、スウェーデンなど）もあれば、市場中心で米国流の主に経済的な考え方（英国、オラ

ンダなど）――国家の役割が過剰であるとされる――もあるという具合である（Neave 2004）。 

システムの所有権、質保証の影響――資金供給に対する直接の影響の有無――についても違いが

あった。政府と教育機関との信頼関係が強いため、質保証機関の所有を大学とつながりのある組織

（フランダースのVlaamse Interuniversitaire Raad（VLIR）、オランダのVeriniging van Universiteiten

（VSNU）、ポルトガルのFundação das Universidades Portuguesas（FUP））に委託できるケースもあっ

た。これらの機関はギルド的性格を持っているという点で、米国の認証機関に似ていた。 

 

信用の失墜、新公共経営、評価システムの変化 

最近の文献によれば、公共機関一般、なかでも高等教育機関、さらには専門家に対する信頼が落

ちている。国家による認可スキームと認証スキームとを比べると、1998年から2003年にかけて、前

者から後者への抗しがたい移行があったことがわかる（Schwarz and Westerheijden 2004）。また、最

近実施された品質システムはいずれも質評価ではなく認証に基づいている（ドイツ、オーストリア、

ノルウェー、ポルトガルなど）。これは高等教育機関に対する信頼が失われ、政府や社会が質基準の

確保について安心できない表れかもしれない。 

オランダでは、高等教育検査によるメタ評価が評価手順の適正な運営を確保すると考えられた。

ポルトガルでは、質評価プロセスをとりまとめ、高等教育システムの合理化と改善の提言をする（す

なわちシステムをメタ評価する）委員会が設置された。しかし、これは質保証機関を保護するのに

十分ではなかった。フランダースでは「政策立案者、雇用主、マスコミが視察レポートのあいまい

さ、明快な結論のなさに疑問を呈し」（Van Damme 2004: 144）、ポルトガルでは「質評価機関の報

告書は結論がきわめてあいまいである、と大臣が公に苦情を述べた」（Amaral and Rosa 2004: 

415-416）。これら３つの国立質保証機関は政府によって廃止され、「独立の」認証機関に取って代わ

られた（Amaral 2007）。  

 

国を超えた広がり 

1990年代初めには、EUのレベルで質保証の取り組みが広がった。議長であるオランダの下、各国

教育相とEU理事会がヨーロッパの質保証システムづくりに着手した。1991年11月25日の教育相と理
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事会の会議では、「各国の質評価システムの強化を視野に、国レベルでの高等教育の質評価に対する

準備を共同体レベルでチェックできるのではないか」（Council 1991）との結論が出された。 

教育相および理事会はさらに、欧州委員会がそれまでの具体的な評価経験をふまえて、各加盟国

で使われている評価法の比較調査、限られた数の共同パイロットプロジェクトの実施、ヨーロッパ

全体の協力体制を強化するための仕組みの構築など、ヨーロッパの高等教育を強化するための施策

を講じるべきであると提言した。比較調査は1993年10月に公表され、質評価に関するヨーロッパの

パイロットプロジェクトは17カ国、46機関が参加して1995年に実施された。  

1998年9月24日、理事会は次のように提言することで合意した。(1)EU加盟国は透明な質評価シス

テムを築く、(2)欧州委員会は高等教育の質に責任を負う機関同士の協力、ネットワークづくりを促

進する（Council 1998）。これが欧州高等教育質保証協会（ENQA）の設立につながった。 

ボローニャ宣言（1999年）は、他の地域に見劣りしない基準や方法論の開発を見据えて、高等教

育の質保証に関するヨーロッパの協力体制を促すことに寄与した。Schwartz and Westerheijden（2004: 

36）は、ボローニャ・プロセスが「メカニズムを方向づけるうえでの質の変化を促す」重要な機会

になったと述べる。ヨーロッパの質保証システムを後押しするEUの論議は、市場をベースとした経

済的な性格を帯びている。つまり、システムの効率を重視するヨーロッパの諸政策に時おり顔をの

ぞかせる新自由主義モデルである。  

年２回の欧州教育相会議（プラハ、ベルリン、ベルゲン、ロンドン）で出された一連の声明は認

証を最重要視するものではなかったが、実際にはAmaral and Magalhães（2004）が示すとおり、認証

はヨーロッパの多くの大学の反対を押し切って推進された。2004年に欧州委員会は、理事会および

欧州議会の勧告案を提示した。「各機関は内部での厳格な質管理体制を打ち立て、認証戦略を策定し

なければならない」。同委員会は公立・民間、国内的・国際的など各種の質保証および認証機関を設

け、認可された機関を欧州全体で登録することを提言した。政府は高等教育機関が登録簿記載のい

かなる機関を選んでもよいと認めなければならない。これは多層から成る欧州高等教育圏構想とも

合致する。国際レベルで卓越性を発揮する機関もあれば、地域や国内の大学に適した機関もある。

あるいは研究大学を認定する機関もあれば、教育に特化した大学だけを扱う機関もあるという具合

である。 

教育相会議は2005年、欧州高等教育圏における質保証のための基準および指針（ESG）を採択し

た。これはENQAがそのメンバー機関および「E4グループ」――ENQA、欧州大学協会（EUA）、欧

州高等教育機関協会（EURASHE）、欧州学生連合（ESU）――のその他メンバーと協力、協議のうえ

作成したものである。2007年にはE4の提案に基づき、教育相会議の手で欧州高等教育質保証機関登

録簿（EQAR）が設けられた（ENQA 2007）。 

登録簿組織は任意、独立、透明で自己資金運営とする。登録申請があった場合、国内

当局が承認した（この承認が必要とされる場合）独立の審査プロセスを通じて、ESG

を十分満たしているかどうかに基づいて評価する。（欧州教育相会議 2007） 

EQARはボローニャ・プロセスから生まれた初の法的組織として2008年３月４日に設立され、ヨ
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ーロッパの共通枠組みを十分に満たす質保証機関に関する情報を提供している。ESGに示された基

準のひとつは、質保証機関が「その業務に自立的責任を負い、報告書に記載する結論や勧告が高等

教育機関、省庁、その他関係者など第三者の影響を受けない程度」（ENQA 2005: 24）の独立性を

保つことである。ポルトガルの質保証システムに関するENQAの審査報告書にもあるように（ENQA 

2006）、これにはフランダース、ポルトガル、オランダの質保証機関は含まれなかったが、最近、そ

れらの機関はESGを満たす「独立の」認定機関に置き換わっている。米国の地域認定機関と同様で

ある。 

 

国を超えた影響３ 

高等教育政策はOECD、世界銀行といった超国家組織に影響される。ヨーロッパでは世界銀行の

影響はいまのところ大きくなさそうであるが、EUや欧州委員会が重要な役割を果たしている。 

高等教育に共同体が干渉する法的根拠は弱くなりがちである。教育とは各国内のセンシティブな

問題であるとつねに考えられてきたからだ（Gornitzka, 2009）。だがそれでも、欧州共同体は教育、

とりわけ高等教育におけるその役割を増している。この分野で欧州共同体の役割を再定義する大き

なきっかけとなったのは、ボローニャ・プロセスとリスボン戦略の実行である。 

欧州共同体の人知れぬ能力は、その法律・政治文書の作成方法により大きく高まることになった。

言葉づかいに配慮した注意深い草案は、加盟各国が本質的な目標や優先事項で合意できないという

ことを巧みに回避するためである（Dehousse 2005）。声明文の効力を奪おうとする、あるいは直接

のコミットメントを避けようとする「あいまいな言葉」の使用は、協約のさまざまな解釈を可能に

するだけでなく、欧州司法裁判所の超国家的役割を強化する（一部の加盟国はこの動きを、国民国

家の統治権をむしばむものと考えている）。 

ボローニャ宣言は欧州共同体にとってその影響力を拡大する願ってもない好機であった。欧州委

員会はさっそくボローニャ・プロセスの中心的役割を担った。このとき、ボローニャ・プロセスを

経済的根拠が主体のリスボン戦略と結びつけることで、役割に一貫性を持たせている。また新自由

主義の原理によって、同委員会は「管制高地」を握っている。 

当初、ボローニャ・プロセスは各国教育相が国内改革のテコにしようとした取り組みであった。

経済的理由はいっさい触れられていなかった。おまけに、ボローニャ宣言が署名されたとき、欧州

委員会は署名者の一翼を担ってもいなかった。だが、同委員会の「能力」が明らかになるのに時間

はかからなかった。彼らはボローニャ会議とその準備に資金を出すことで技術的・財政的支援を提

供すると申し出た（ただし、文書作成にかかわることは認められていなかった）。そうした寛容さの

おかげで、欧州委員会は加盟国と同じ役割と特権を持つボローニャ・プロセスの正規メンバーの地

位をまもなく獲得した（Martens and Wolf, 2009）。こうして同委員会は、わずかの出費でボローニャ・

プロセスの重要なパートナーになることができたのである。 

第二の願ってもないチャンスは2000年に訪れた。持続的な経済成長、雇用の創出と改善、そして

社会的一体性の向上が可能な、世界一競争力が高い知識集約型経済――ヨーロッパをそんな社会に

するため、理事会がリスボン戦略を承認したのである。欧州大学協会（EUA）の会長を務めたEric 
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Fromentはこう指摘した。「現在、ヨーロッパのレベルではボローニャ・プロセスをリスボン戦略の

一要素と見る傾向がある。これは欧州委員会の諸施策の成果であり、その影響は無視できない」

（Froment 2007: 12） 

大学は新たな知識社会に不可欠な要素、リスボン戦略の基本ツールであると主張することで、欧

州委員会は研究、イノベーション、高等教育の３分野に介入する正当性をうまく勝ち取った。これ

は同委員会が例の新しい超国家機関、欧州工科大学（EIT）という形で結集させることを提案した

のとまさに同じ三角形の三辺を成す要素である。委員会はボローニャの目標を「共通の教育分野か

ら得られる経済的利益と直接」（Martens and Wolf, 2009）関連づけることで、経済的理由を錦の御

旗に高等教育の政策課題に入り込んだだけでなく、大学および研究の管理・運営におけるイノベー

ションを促し、その両方を民間部門のやり方へと導くであろうモデル（EIT）を発表した。この新

しいモデルは「ダイナミックで消費者に適応でき、イノベーション、企業家精神、市場志向を優先

する」（Olsen and Maassen 2007: 4）大学をめざすものである。 

ボローニャ・プロセスをいかに実行すべきかという「新自由主義的」ビジョンは、大学にもっと

自治を与えよとの要求を声高に叫ぶものでもあった。欧州委員会が掲げる「現代的大学モデル」は

興味深いことに、「政府の介入や規制は行き過ぎであり、福祉国家のあらゆる罪悪（効率の悪さ、お

金のムダ、不公正な資源配分など）の元凶である。『市場』こそがこうした問題をすべて解決する、

と考える」（Amaral and Magalhães 2001: 11）という新自由主義の政治家たちの正論とは対照的であ

った。Martens and Dieter Wolf（2009）いわく、「ボローニャ・プロセスに委員会を関与させ、同時

にこれをコントロールしようとすることで、各国政府は教育を経済的な問題にし、自分たちの重要

性を弱める新しい統治方法を広めるという二重の犠牲を払うことになった」。 

Martensらは国際組織内の統治を分析するのに制度論的アプローチを採用し、統治の３つの局面を

区別した。調整・協調による統治、世論形成による統治、法的文書による統治である。OECDは法

的文書による強力な統治手段を築くことができなかった、とMartensらは言う。IMFや世界銀行のよ

うな財務的影響力がOECDにはない。さらにEUとは違い、政策実行のために加盟国に決定事項を強

要する法的能力を持たない（Martens et al, 2004: 159）。  

Martensらによれば、OECDは手順を組織化し、その結果を処理することで強い調整能力を獲得し

ている。そしてこれにより、特定の政策分野で享受可能なイニシアティブやオプションが形成され

る（Martens, et al., 2004: 2）。世論形成による統治は「国内論議を起こし、これに影響を与える国

際組織の能力」（Martens et al, 2004: 2）の明らかな表れであり、調整能力を補完するものであると

いう。したがって世論形成は「主題的な統治」になりやすく、国内論議の生成や内容がその特徴と

なる（Martens et al, 2004: 3）。 

OECDの影響力の源泉はそうなると、自由主義的で市場に適した経済政策にふさわしいものは何

かをベースにした、独自の規範や慣行を定めることである（Henderson, 1993）。OECDはそうした

規範（それはある特定のコミュニティの関係者たちを適切性の論理へとシフトさせる）を策定、伝

達するうえで機関が担うべき役割を明らかにするのである（March and Olsen, 1989）。そして適切性

が存在するのはたいてい短期間である。 
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Marcussenの分析が手短なまとめをしてくれる。 

…OECDは支援的環境で顔を合わせる国家公務員たちを援助し、これによって彼らに

個人的・技術的スキルを身につけること、場合によっては個性や帰属感を養うことを

教える概念的な調停者であると考えられる。そうした学習プロセスは社会化、模倣、

強制など多様な形態をとる。具体的な顔合わせは社会的論理によって特徴づけられる

が、それはある極論をめぐる交渉もあれば、別の極論をめぐる協議もあるという具合

に、実にさまざまである。（Marcussen, 2001: 3）  

OECDが「ソフトロー」の創出にかかわる仕組みと手順の双方を用いてきたのは興味深い（彼ら

はソフトローという言葉を使ってはいないが）（OECD, 2002）。その仕組みや手順とは、知識を生

成、共有するための高度な手法、OECDの規範や推奨基準を取り入れたシステムのなかで「リーダ

ー」と「落伍者」は誰かを特定する国際比較などをいう（March and Olsen, 1998: 961）。OECDの有

効性の核となるのは、改革や遵守を促す周囲からの圧力である（OECD, 2004: 4）。  

教育分野におけるOECDとEUの統治形態を比較したとき、両組織とも今日、同じような方法をと

っていると結論づけることができる（Martens et al., 2004）。両方の組織にとって、「世論形成」や

「調整」に依拠するのが影響力を行使するための最も強力な手段なのではないか。教育はつねにセ

ンシティブな国内問題であり、EUの条約により各国政府が責任を負うことになっているため、EU

は法的文書を使用することができず、ソフトローの仕組みに頼らざるをえない（「開かれた調整方

法」）。おそらくボローニャ・プロセスは、ソフトローのメカニズムがどれだけ有効であるかの分析

に役立つ場となるであろう。 

OECDの新しい報告書（2008年）である「知識社会のための高等教育（Tertiary Education for the 

Knowledge Society）」も、統治、質、公正、研究とイノベーション、学界でのキャリア開発、市場と

の関係、そして何よりも教育政策における国際化の位置づけなどの問題に関するOECDの考え方を

まとめた必須資料である。 

 

まとめ 

 

ヨーロッパにかかわらず、システムレベルの同じような政策・方針が全世界で誕生しつつあるよ

うだ（Samoff and Carol, 2006; Tilak, 2006: 235-254）。学界の長年の規範や価値観への苛立ち、高

等教育の経済的な使命や目的の強調、制度レベルでの「新しい管理主義」の出現（Kogan, 2004）、

大学管理の「専門化」、外部関係者の重要性や影響力（Enders and Fulton, 2002: 11-38）、資金調達

の多様化、経済的生産性と不可分のパフォーマンス基準による評価の要求、教育と研究の双方にお

ける「関連性」の促進――これらすべてがグローバル化社会の高等教育の中心的要素である。  

公共政策の手段として市場を用いるのにあわせて、教育機関の自治拡大が声高に叫ばれてきた。

高等教育市場で大学が競争するためにはそれが必要とされたのである。しかし政府は、市場で競争

する自立性の高い大学は操縦しにくくなるとすぐに悟り、それを相殺するような策を講じている。
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実際、高等教育改革とは政府の影響や統制をある方式から別の方式に変えただけということが多い

（OECD, 2003）。政府は自治権が拡大したと言うが、こうした動きは私たちにMahony（1994: 125）

の言葉を思い出させる。「すると『新しい』自治権とはひとつの逆説である。不服従の自由を選ぶ自

由というわけだ」 

現在のグローバルな金融危機や純粋な市場型規制の信用失墜が、大学と政府の関係の近年の変化

を逆戻りさせるのかどうかは、まだわからない。 

 

注 

１ 教育分野の独立した法的組織にはさまざまな形態がある。法人化（企業化）してもよいし、法

人化しなくてもよい。いずれの場合も営利、非営利を選択できる。たとえば、英国の高等教育

機関はすべて慈善的地位を有する独立した法的組織である。一部は法人化しているが非営利で

ある。しかし、慈善組織はその慈善目的のために取引で利益をあげてもよく、そのために別の

非慈善企業を設立し、利益に対する税金を負担することができる。（OECD, 2008: 82） 

２ これはチャルマース工科大学の場合に当てはまる。新しい政府は財団という考え方に反対し、

保有財産を同校に譲渡しなかった。 
３ 本章は Neave および Amaral による２つの文書、“The OECD and its Influence in Higher Education: a 

Critical Revision”と“On Bologna, Weasels and Creeping Competence”に基づいている。これらは

2009年に書籍のなかでも発表される予定である。 
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